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１　予算の概要

　平成23年度予算は、常任理事会及び大学予算委員会の審議

を経て、平成23年３月24日開催の評議員会へ諮問し、同日開

催の理事会において議決・承認されました。

　13学部・12研究科・３専門職大学院、３高等学校、３中学

校、１小学校、１幼稚園を擁する規模となった本学が、総合

学園としての強みを一段と発揮し、教育・研究の質を向上す

るためには、今まで以上に財政基盤を強化させる必要があり

ます。本予算はこれを実現するための施策を盛り込んで編成

しました。

　平成23年度は、２つの研究科（東アジア文化研究科及びガ

バナンス研究科）の開設、新たな国際化構想に基づく留学生

別科設置のための具体的な諸施策、大学と併設校との緊密な

連携を図るための基盤整備など、社会の要請に応えるべく特

色ある教育改革を実行してまいります。

　加えて、「KU Vision2008-2017　学校法人関西大学の長期

ビジョン（将来像）」において、目指すべき方向性として掲

げた、「社会を見つめ、変化に挑む。『考動』する関大人が世

界を拓く。」を実現するため、教育・研究面における諸改革を、

学園全体で推し進めてまいります。

　少子化の進行や大学間競争の激化など、私立大学を取り巻

く環境変化に対応しつつ、本学がさらなる発展に向けて限ら

れた財源をより効率的かつ効果的に活用するため、新規事業

は既存事業の見直しとともに展開するなど、優先度等を勘案

した事業の「選択と集中」により、財政基盤の強化・確立を

目指します。

　平成23年度の事業計画は、次の「２　事業計画の概要」の

とおりですが、厳しい財政状況について本学関係者が共通認

識をもち、今後とも厳正で効果的な予算執行を行い、財政の

健全化と財政基盤の強化に向けてさらに努力する所存です。

２　事業計画の概要

　平成23年度における教育研究活動に係る事業計画のうち、

主なものは、次のとおりです。

（1）教育研究活動関係

　ア　 英語によるコミュニケーション力向上のためのプログ

ラム導入

　　 　英語による実践的なコミュニケーション能力修得のた

め、少人数制のオーラルコミュニケーションクラス

「Tutorial English（チュートリアル・イングリッシュ）」

の導入に向けて検討を進めます。

　イ　 人間健康学部及び社会安全学部における学外施設を利

用した実習や体験学習の実施

　　 　人間健康学部では、スポーツや福祉に関する実習科目

の開講に伴い、現場実習施設を十分確保するとともに関

係団体との連携体制を強化します。

　　 　また、社会安全学部では、災害による社会被害、対策

訓練などの実情を学ぶため、学外の実験施設を利用した

体験学習を、必修科目として実施します。

　ウ　留学生別科の開設に向けた諸準備

　　 　本学が新たな国際化推進の一環として準備を進めてき

た「留学生別科」を、平成24年４月に開設いたします。

　　 　「留学生別科」の定員は100人、修業年限１年（２年を

限度に延長可能）とし、日本語能力、日本事情のほかに、

英語・数学・物理・化学などの基礎科目を開講し、高等

教育水準の教育・研究活動に必要な能力の修得を目指し

ます。

　エ　 東アジア文化研究科博士課程及びガバナンス研究科修

士課程の開設

　　 　平成19年度に採択されたグローバルCOEプログラム

「東アジア文化交渉学の教育研究拠点形成」により、平

成20年度に開設した文学研究科文化交渉学専攻を発展さ
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せ、独立研究科として開設いたします。文化交渉学とい

う新領域において、世界トップレベルの独創的教育・研

究を行い、優れた若手研究者を育成いたします。

　　 　また、ガバナンス研究科を開設し、公的な問題を発見

して、その解決策としての政策をデザインし、解決する

ことができる能力を備えた「高度公共人材」を養成いた

します。

　 オ　キャリア形成及び就職支援の充実

　　 　学生一人ひとりの勤労観・職業観を育成し、自らのキ

ャリアを決定できる力と人間力を涵養して、「考動力」

を有した自律型社会人を育成するため、高槻ミューズ・

堺の両キャンパスにおける就職支援体制を強化いたしま

す。

　　 　また、KICSS（関西大学インターネットキャリア支援

システム）における電子キャリアポートフォリオの機能

と、平成21年度文部科学省「教育研究高度化のための支

援体制整備事業」の一環として開発した本学独自の職業

適性・興味検査システムを連動させて、学生の自己開発

支援プログラムの充実を図ります。

　　 　この他にも、教育改革や教育・研究の充実のための人

的基盤の強化、各界で活躍中の方々を客員教授として招

へいするなど、教育研究の質の向上のため、様々な施策

を推進いたします。

（２）教育研究施設設備の整備充実関係

　ア　 関西大学 南千里国際プラザ建設工事及び南側敷地外

構工事

　　 　阪急千里線南千里駅の南東、徒歩５分のところに留学

生宿舎と留学生別科用教育施設の機能を備えた「関西大

学 南千里国際プラザ」を建設しています。建築面積

1,705.92m2、延床面積7,342.44m2、鉄筋コンクリート造

地上８階建の建物で、留学生用の寮室156室が完備され

ます。

　　 　ここを本学の新たな国際化推進拠点として、さらなる

国際化の充実・発展を目指します。

　イ　高槻キャンパス情報演習棟（仮称）建設工事

　　 　総合情報学部における情報演習環境を整備するため、

平成23年度から平成24年度の２年間で高槻キャンパス情

報演習棟（仮称）を建設します。

外観イメージ図

関西大学 南千里国際プラザ

ウエルカムパティオ（中庭） エントランス部分
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３　収支予算書

　予算書については、私立学校振興助成法による学校法人会

計基準に定められた『資金収支予算書』と『消費収支予算書』

の二種類を作成することになっています。

　『資金収支予算書』は、当該年度における学校法人全体の

諸活動の計画を、予算編成を通じて計数化することにより、

収入と支出を科目別に明らかにし、かつ、支払資金の収入と

支出のてん末を明らかにするものです。

　『消費収支予算書』は、当該年度における学校法人全体の

諸活動の計画を、消費収支計算の基準に基づいて計数として

表示したものです。その年度の予算における消費収支の均衡

状況とその内容を明らかにし、学校法人の経営状況が健全に

維持されているかどうかを示すものです。この計算書は、い

わば企業会計の損益計算書にあたるものです。

　『貸借対照表』は、学校法人の一定時点における資産、負債、

基本金、消費収支差額をもって財政状態を示すものです。決

算時に作成することになっていますが、本学では予算時にも

年度末の財政状態をよりわかりやすくするために『予想貸借

対照表』を作成しています。具体的には、平成21年度決算の

『貸借対照表』に平成22年度補正後予算を加味して平成22年

度末とし、さらに平成23年度予算を加味して平成23年度末の

財政状態を予想したものです。

４　収支予算の概要

（1）資金収支予算について

　平成23年度資金収支予算は、６頁～11頁に掲載の『資金収

支予算書』のとおりですが、これを総括したものが〈表１〉

です。

　資金収入は、学生生徒等納付金収入、手数料収入、補助金

収入などの法人に帰属する収入のほか、前受金収入なども含

め、514億1,200万円となりました。

　資金支出は、教職員の人件費、教育研究活動及び法人の運

営に必要な諸経費、施設設備費のほか、借入金返済などの支

出も含め、511億7,500万円となりました。この結果､ 差し引

き2億3,700万円を前年度繰越支払資金に加え、次年度繰越支

払資金は123億9,800万円となりました。

　主な科目について説明いたします。

　学生生徒等納付金収入は、授業料、入学金、実験・実習料、

教育充実費などです。既存学部（法・文・経済・商・社会・

政策創造・外国語・人間健康・総合情報・社会安全・システ

ム理工・環境都市工・化学生命工学部）の初年度学費は、社

会・経済情勢を勘案し、平成12年度から据え置いております

が、平成23年度も据え置きました。

　手数料収入は、入学検定料が主なものです。入学志願者

数は、大学院（法科大学院、会計専門職大学院、臨床心理

専門職大学院、東アジア文化研究科及びガバナンス研究科

を含む）1,610人、学部87,000人、高等学校1,112人（第一高

等学校、北陽高等学校、高等部）、中学校1,098人（第一中学校、

北陽中学校、中等部）、初等部240人、幼稚園80人を見込み

ました。

　補助金収入は、大学への国の経常費補助金と高校・中学

校・小学校・幼稚園への大阪府の経常費補助金が主な収入で

す。

　人件費支出は、教員人件費、職員人件費、役員報酬、退職

金などです。

　教育研究経費支出は、各設置学校の教育研究活動に必要な

消耗品や業務委託費などが主な支出です。

　管理経費支出は、学生募集に係る経費及び法人の運営費な

どです。

　施設関係支出は、関西大学 南千里国際プラザ建設工事及

び南側敷地外構工事、高槻キャンパス情報演習棟（仮称）建

設工事などです。

　設備関係支出は、関西大学 南千里国際プラザ建設工事及

び南側敷地外構工事、キャンパス内高速ネットワーク用機器

の更新に伴うLAN工事など施設整備に伴う機器備品購入な

どです。

（2）消費収支予算について

　平成23年度消費収支予算は、12頁～16頁に掲載の『消費収

支計算書』のとおりですが、これを総括すると、〈表２〉の

とおりとなります。

〈表１〉 資金収支予算総括表  (単位　百万円)

科　　　　目 平成23年度
予　　算

平成22年度
予　　算 増　　減

前年度繰越支払資金 12,161 12,521 △360

当 

年 

度

資 金 収 入 51,412 56,904 △5,492

資 金 支 出 51,175 57,264 △6,089

収 支 過 不 足 237 △360 597

次年度繰越支払資金 12,398 12,161 237

(注)平成22年度予算は、第２次補正後予算です(以下同じ)。
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　帰属収入は、学生生徒等納付金、手数料、補助金などの法

人に帰属する収入で、473億7,200万円となり、対前年度比較

で７億5,700万円の増となりました。基本金組入額は、施設

設備あるいは将来の施設取得に係る積立金や基金などに充当

するもので、18億600万円となり、対前年度比較で14億2,800

万円の減となりました。帰属収入から基本金組入額を控除し

て消費支出に充当することができる消費収入は、455億6,600

万円となり、対前年度比較で21億8,500万円の増となりまし

た。

　消費支出は、教職員の人件費、教育研究活動及び法人の運

営に必要な諸経費で、448億6,500万円となり、対前年度比較

で１億7,700万円の増となりました。平成23年度予算におけ

る消費収支の均衡状況をあらわす消費収支差額は、７億100

万円の収入超過ととなり、対前年度比較で20億800万円の増

となりました。この結果、次年度へ繰越すことになる繰越消

費支出超過額は、前年度からの繰越消費支出超過額332億

7,600万円に、当年度消費収入超過額７億100万円をあわせて

325億7,500万円となりました。

　また、この累積消費支出超過額のほかに、建物などの取得

に際し、借り入れた借入金の未返済額にあたる基本金未組入

額が57億4,100万円あり、この二つをあわせた383億1,600万円

が実質上の繰越消費支出超過額となります。

　なお、予想貸借対照表によると、平成23年度末借入金残高

は、当年度中の償還分を差引き、前年度より９億3,800万円

増の57億4,100万円となる見込みです。

　次に、消費収支固有の主な科目について、若干説明します。

　帰属収入の寄付金には、現物寄付金が含まれます。

　基本金組入額は、学校法人が教育研究活動を行うためには、

校地、校舎、機器備品、図書、現預金などの資産を持ち、こ

れを「維持する」必要があります。学校法人会計では、これ

ら学校法人の諸活動に必要な資産を取得するために、「帰属

収入から充てた金額」をもって、学校法人資産の「維持すべ

き金額」とし、これが「基本金組入額」と呼ばれているもの

です。

　消費支出の人件費には、退職給与引当金繰入額や関西大学

退職年金引当金繰入額が含まれます。また、教育研究経費及

び管理経費には、減価償却額が含まれます。

５　おわりに

　長引く不況に追い打ちをかけるような、東日本大震災によ

る日本経済への深刻な影響、少子化のさらなる進行などによ

り、私学を取り巻く環境は一段と厳しさを増しております。

また、本法人における平成23年度以降の財政見通しは、2010

プロジェクト事業への先行投資や「関西大学 南千里国際プ

ラザ」の建設工事による負担に加え、学生生徒等納付金を中

心とする帰属収入の確保が一段と厳しい状況になっていくこ

とが予測されます。

　このようななか、本法人では、現在の財政状況と将来予測

をふまえ、各設置学校の財政的自立を目指すとともに、諸改

革の一層の推進に取り組んでまいります。今後とも、関係者

の皆様のあたたかいご支援とご協力をお願い申し上げます。

なお、「関西大学ウェブサイト」にも財務情報を掲載し
ておりますので、一度ご覧ください。
http://www.kansai-u.ac.jp/zaimu/

〈表２〉 消費収支予算総括表  (単位　百万円)

　科　　　　目　 平成23年度
予　　算

平成22年度
予　　算 増　　減

Ａ　帰　 属　 収　 入 47,372 46,615 757

Ｂ　基 本 金 組 入 額 △1,806 △3,234 1,428

Ｃ　消 費 収 入
　　（Ａ＋Ｂ） 45,566 43,381 2,185

Ｄ　消 費 支 出 44,865 44,688 177

当年度帰属収支差額
（Ａ－Ｄ） 2,507 1,927 580

当年度消費収支差額
（Ｃ－Ｄ） 701 △1,307 2,008

前 年 度 繰 越
消 費 収 支 差 額 △33,276 △32,254 △1,022

基 本 金 取 崩 額 0 285 △285

翌 年 度 繰 越
消 費 収 支 差 額 △32,575 △33,276 701
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一人当たり収入計

1,409,661円

学生生徒等納付金
（78.0%）
1,099,535円

手数料
（6.0%）
84,580円

資産運用収入
（1.6%）
22,555円

補助金
（9.4%）
132,508円

その他
（5.0%）
70,483円

(消費支出+基本金組入額) (帰属収入)

人件費
（50.5%)
701,346円

教育研究経費
（39.1%）
543,022円

管理経費
（5.0%）
69,440円

基本金組入額（3.9%)
54,163円 収支差額

20,858円その他
（1.5%）
20,832円

一人当たり支出計

1,388,803円

平成 23 年度 消費収支予算における「学生生徒等一人当たりの支出とこれを賄う収入」

 （注）１ 　（消費支出+基本金組入額）及び帰属収入の予算額を、科目ごとにそれぞれ予算学生数33,605人（大学院・学部・高校・中学校・
小学校・幼稚園の学費納入者合計）で除して、学生生徒等一人当たりの平均値を示したものである。

　　　２ 　「基本金組入額」とは、校地、校舎、機器備品、図書などの取得、あるいは、そのための借入金の返済、又は将来取得のための
積立金などの主として資本的支出に充てる額である。
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